
ＩＣＴを用いた新たな管理手法　概要書
	作成日
	令和　　年　　月　　日

	提案団体
	団体名
	

	提案応募者
	会社名（代表者）
（その他構成員も記入）

	

	
	窓口担当者
	

	
	所在地
	

	
	電話
	

	
	E-mail
	

	提案の種別

（右の項目より１項目を選定してください）
	□① 新たなＩＣＴを活用する提案（申請様式２も記載する）
①-１　ＩＣＴの活用が既に適用されている工種（以下、「既存工種」という。）に、新たなＩＣＴを活用できるようにする基準類

①-２　ＩＣＴの活用が適用されていない工種（以下、「新しい工種」という。）に、新たなＩＣＴを活用できるようにする基準類

□② 既存のＩＣＴの活用の対象を広げる提案（申請様式２は不要）
新しい工種に、既存のＩＣＴを活用できるようにする基準類
□③ 既存の基準類の改定（カイゼン）の提案（申請様式２は不要）

	適用工種
	　※ＩＣＴを用いた新たな管理手法を導入する工種と適用段階を記載
記入例　（例:土工）、施工段階（例：出来形の監督検査）

	提案の概要
	１．ＩＣＴを用いた新たな管理手法の概要

※ＩＣＴを用いて既存の出来形等の管理手法を改善する方法の概要を記載



	
	２．新たな管理手法の導入のために改訂が必要となる既存の基準類

※ＩＣＴを用いた新たな管理手法が効果を発揮する上で制約となるため改訂が必要となる既存の技術基準類がある場合は、その基準名、記載箇所、記載内容を記載


	
	３．既存基準の変更のためのバックデータの有無（□有　□無）
※前掲２．において、基準変更の妥当性の根拠として必要となる既存管理手法と新たな管理手法との計測・管理結果の比較等のバックデータがある場合に“□有”りにチェックを入れる。

※また、土木工事施工管理基準及び規格値（国土交通省）の変更が必要となる場合は、既存基準と変更後の基準案とともに、基準設定の考え方を記載


	
	４．既存の管理手法との対比

※従来手法とＩＣＴを用いた新手法との違いを記載するとともに、下表に比較表を記載（申請者の評価に基づいて記載）
既存の管理手法

ＩＣＴを用いる新管理手法
評価
出来形や品質
(性能)
効率

安全性

コスト
その他



	
	４．実績等※海外および国内の実績は別添資料による。

※技術内容の開示がある場合に記載

※特許等がある場合に記載

※適用にあたり、関係する基準を記載



	
	５．その他（ＩＣＴで効果を得るために必要なカイゼン事項）
※既存基準の変更以外で、ＩＣＴが期待した効果を発揮するために必要となるカイゼン内容があれば記載


	添付資料一覧
	



ＩＣＴ　概要書
	ＩＣＴの概要
	１．　技術概要

※既存のＩＣＴに関する施工管理要領等で規定されていない新たなＩＣＴを用いる場合に記載
※計測の原理、計測精度、機器構成などを記載


	
	２．普及状況等
※調達の容易性を記載（工事施工者等がレンタルでの調達可能　等）
※技術的完成度を記載（開発段階、市販品　等）
※既存ＩＣＴにおいても、技術的改良を要する提案である場合は旨記載


	
	３．適用範囲

※適用可能な範囲を記載
※特に効果の高い適用範囲を記載
※適用できない範囲を記載


	
	４．実績等

※海外および国内の実績は別添資料による。

※技術内容の開示がある場合に記載

※特許等がある場合に記載

※適用にあたり、関係する基準を記載



	添付資料一覧


	


申請様式１





申請様式２








PAGE  

